
栃木県国民健康保険団体連合会

1 継続事業の前提に関する注記

　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2 重要な会計方針

　（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 該当なし。

　（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　 該当なし。

　（3）固定資産の減価償却の方法

　　　 建物、什器備品及びソフトウェア・・・・・・定額法によっている。

　（4）引当金の計上基準

　　　 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　 退職給付引当金・・・・・・・・・職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　（5）消費税等の会計処理

　　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3 会計方針の変更

　　該当なし。
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4 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職給付引当資産 324,965,058 79,525,766 126,747,683 277,743,141

財政調整基金積立資産 338,183,134 1,043,289,294 676,366,268 705,106,160

レセプト電算処理システム積立金引当資産 300,518,570 63,089,254 363,607,824 0

電算処理システム作業導入経費積立資産 - 49,215,016 - 49,215,016

障害者総合支援事業引当資産 24,014,659 - 24,014,659 -

介護保険事業推進基金積立資産 182,896,259 - 182,896,259 -

特定健診保健指導事業引当資産 42,528,707 - 42,528,707 -

電算処理整備資金積立資産 344,275,278 399,439,625 743,714,903 -

国保高齢者医療制度円滑導入基金積立資産 660,693,750 4,703,305,479 4,902,838,493 461,160,736

後期高齢者医療事業積立資産 150,000,000 4,523,782,158 4,673,782,158 -

減価償却積立資産 - 525,095,431 - 525,095,431

2,368,075,415 11,386,742,023 11,736,496,954 2,018,320,484

2,368,075,415 11,386,742,023 11,736,496,954 2,018,320,484

※財政調整基金積立資産には、任意調整積立資産　574,122,160円を含む

科  目

基本財産

小　計

特定資産

小　計　　　　

合　計　　　　



5 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
うち指定正味財産

からの充当額
うち一般正味財産

からの充当額
うち負債に
対応する額

0 0 0 0

特定資産

退職給付引当資産 277,743,141 0 0 277,743,141

財政調整基金積立資産 705,106,160 0 705,106,160 0

電算処理システム作業導入経費積立資産 49,215,016 0 49,215,016 0

国保高齢者医療制度円滑導入基金積立資産 461,160,736 0 461,160,736 0

減価償却積立資産 525,095,431 0 525,095,431 0

2,018,320,484 0 1,740,577,343 277,743,141

2,018,320,484 0 1,740,577,343 277,743,141

※財政調整基金積立資産には、任意調整積立資産　574,122,160円を含む

6 担保に供している資産

　　該当なし。

合　計　　　　

科  目

基本財産

小　計

小　計　　　　



7 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 684,868,000 106,234,438 578,633,562

什器備品 293,962,190 124,527,739 169,434,451

ソフトウェア 265,818,111 229,486,926 36,331,185

1,244,648,301 460,249,103 784,399,198

8 保証債務等の偶発債務

　　該当なし。

9 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし。

10 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額および残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

国庫補助金 - 2,308,015,000 2,308,015,000 - -

県補助金 - 2,654,000 2,654,000 - -

- 2,310,669,000 2,310,669,000 - -

科  目

合　計　　　　

補助金等の名称 交付者

合　計　　　　

国

栃木県



11 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

（単位：円）

金額

受取補助金等振替額 2,310,669,000

2,310,669,000

12 関連当事者との取引の内容

　　該当なし。

13 重要な後発事象

　　該当なし。

14 その他の資産、負債及び純財産の状態並びに純財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　　該当なし。

合　計　　　　

内  容


